メリットへの反論

・ アジア各国の原発は危険
　宮嶋信夫　1996年『原発大国へ向かうアジア』平原社ｐ8-10
「チェルノブイリ大事故と同じような原発による被害が、いまアジア各国で発生している。1970年代の早くから原子力発電の運転を続けてきた韓国、台湾では多数の被害が報告されている。韓国では原発で働く労働者の家庭でチェルノブイリと同じような身体異常児が生まれているし、死産した例も数多く報告されている。(中略)さらに韓国では、原子力発電所の労働者にガン死亡者が多数発生している。(中略)そうした被害は決して意外な実態ではなく、原発建設当時から予測されていた。(中略)つまり彼ら(原発を輸出した欧米のプラントメーカー)は、原子力発電の運転に欠かすことのできない機材・部品の貯蔵や補修体制の整備、必要最低限の技術的知識・安全対策の研修・訓練などを無視していたのである。」


・実際、中国の原子力発電は危険である。
平松　茂雄(杏林大学教授)の1997年の論文『中国のエネルギー事情と原子力発電問題』
（http://www.cnfc.or.jp/j/proposal/asia97/hiramatu.html）
「秦山原子力発電所が建設された時、「秦山は世界から部品を寄せ集めて作ったものであるから、必ず事故を起こす」との見方があった。秦山原子力発電所を実地に視察した日本人技術者は、同発電所は米国ウエスチングハウス社の完全なコピーであり、「安全性さえ度外視すれば、ある程度まで西側の原発と似たシステムを構築することは決して不可能ではない」が、「西側の原発を安全面の配慮にいたるまでに完全にコピーできるわけではない」と述べて、「冷却材喪失事故が起こった際に炉心の溶解を食い止める緊急炉心冷却装置の設置基準が極めて不明確で、その信頼性に重大な疑問がある」と指摘している。」


・ これからアジアの原発は増えていく
　宮嶋信夫　1996年『原発大国へ向かうアジア』平原社ｐ.13-14
「欧米ではいまや原発建設を推進しようとする政府・電力会社はほとんどなくなった。(中略)ところが、アジア諸国では状況は一変する。アジア諸国ではその電力供給の多くを原発に依存しようとしている。韓国、台湾、中国、インドネシアなどは、すでに今世紀中の原発建設計画を公表しているし、その他、タイ、フィリピン、最近ではベトナムも原発のよる電力供給を検討しているふしがあり、韓国がプラント輸出に応じる構えを見せている。今やアジア諸国政府は、西太平洋地帯を世界で最大の原発の密集地帯にしようとしているのだ。(中略)チェルノブイリ事故の際、500キロも離れた地域が放射能汚染で住居困難となった。そして、1500キロ地点のノルウェーでは水道水が汚染され使用禁止となった。そうした遠隔地の被害の事例をアジア各国に当てはめると、万が一にも原発事故が発生すれば、アジア諸国の人々は同じ核被害の運命の下にあることが一目瞭然である。近隣諸国での原発建設を他国のことと見逃すことは許されない立場に、アジア各国は置かれているのだ。」


・ 日本の原発はチェルノブイリとは違い、安全な設計となっている.
2004年資源エネルギー庁原子力のページ
（http://www.atom.meti.go.jp/siraberu/anzen/07/index02s.html）
「この事故(チェルノブイリ原発事故)は、外部からの電力の供給が止まった際に、タービン発電機の慣性による回転エネルギーをどこまで電気出力として利用できるかを確認するための特殊な試験を開始した直後に起こりました。運転員は、原子炉の自動停止装置や非常用炉心冷却装置が働かないようにするなど、運転規則に違反するような操作を行い、また、試験の遂行を優先するあまり、事前の計画とは異なる原子炉の自己制御性がない（正のフィードバックが生ずる）低出力で、しかも制御棒を許容範囲を超えて引き抜いた状態で試験を行いました。(中略) 我が国の原子力発電所では、チェルノブイル原子力発電所と違い、すべての運転範囲において自己制御性が確保できる設計となっていること、運転員の誤操作を防ぐシステムが採用されていること、及び外部に放射性物質を放出しないための原子炉格納容器を備えていることなど十分な安全対策が取られています。」


・スリーマイルアイランド原発事故の教訓は、現在の安全性を向上させている。
2004年資源エネルギー庁原子力のページ
（http://www.atom.meti.go.jp/siraberu/anzen/07/index01k.html）
「1979年3月28日、アメリカのスリーマイルアイランド(TMI)原子力発電所２号機において、機器の故障や誤操作、誤判断が重なったために炉内構造物の一部溶融に至る事故が起きました。この事故によって、発電所から80km以内の住民が20人・シーベルト、1人当たり0.01ミリシーベルトの放射線を受けました。我が国では、この事故の教訓として、安全基準、安全審査、安全設計、運転管理、防災及び安全研究という広い範囲にわたる52項目の反映事項を抽出し、原子力発電所のより一層の安全確保を図ることとしました。」


・ 現在では、事故が起きても被害を最小限に食い止めるシステムがある。
北村行孝ら2001年『日本の原子力施設全データ』講談社ｐ179-180
「原子力発電所をはじめとする原子力施設は何段階もの安全システムで守られ、施設外へ放射線や放射性物質を出さないように設計されている。これを原子力の世界では「多重防護」と呼んでいる（中略）ところが、茨城県東海村で起きたＪＣＯの臨界事故は、日本のこうした原子力防災体制に大きな反省を迫ることになった。国が事態の掌握に手間取り、十分な指導力を発揮することができず、国と県や地方自治体の連携も悪かった。（中略）この反省から国は、新たに原子力災害特別措置法を定め、重大事故にあたっては総理を本部長、経済産業大臣を副本部長とする原子力災害対策本部を設け、国が先頭に立って対処することにした。また、現地対策本部の機能も強化し、その活動拠点として原子力施設からそれほど遠くない場所に常設の「オフサイトセンター」と呼ばれる事故対応センターをもうけることにした。」


・原発が事故につながる確率は低い。
桜井淳　「原発事故学」１９９０年　東洋経済新報社P８４・８５
「『可能性がある』『可能性がある』と繰り返すが、“工学的”に重要なことは、その発生確率がどの程度であり、現実的に起こりうるのかどうかである。（中略）燃料の溶解・気化で燃料被覆管が破裂するには、燃料に少なくともグラム・二酸化ウランあたり380カロリー以上の発熱量が加えられる必要があり、このためには多数本の制御棒が駆動機構から外れて炉心中に残留し、これが一斉に落下するような極めて確率の低い起因事象を想定しなければならない。現在の反応度事故で想定する単一制御棒の発生確率は１０のマイナス4乗以下であり、多数本の制御棒の落下事故の発生
確率は少なくとも１０のマイナス8乗以下である。」


・原発は、多重の対策をとっているので事故はない
吉田八束「『原子力』のいまがキチッとわかる本」2002年オーエス出版社P１３７・１３８
「原子力発電所では考えうるかぎりの事故を想定し、仮に何かの事故が起こっても、次の段階で防止する、万が一それで防止できない場合でも、さらに次の段階で防ぎ止める、というふうに、何重にも防衛の手が繰り出される仕組みになっています。それを『多重防護の思想』と呼んでいます。（中略）もちろん、原子炉内の核分裂も巧みにコントロールできる仕組みになっています。仮に制御棒を一度に全部抜くと、中性子の数を計測器がキャッチし、ただちに制御棒が入ります。万が一制御棒が作動しない場合でも、中性子を吸収するホウ酸水が注入されることになっており、さらにそれでも核分裂が進むと、原子炉内にどんどん泡がたまり、自動的に出力が低下するようになっているのです。」


・ 原発事故は減少傾向にある
2004年資源エネルギー庁原子力のページ
（http://www.iae.or.jp/energyinfo/energydata/data3029.html）
「原子力発電所などの原子力施設においてトラブルが発生した場合、事業者は直ちに国に報告し、国はトラブルの発生を公表し、原因の究明及び再発防止対策の確認を行うことになっています。日本の原子力発電所の一基当たりのトラブル数は減少傾向にあります。
〔図表より81年度　81件(1基あたり3.2件)　90年度　35件(１基あたり0.9件)
　　　　　2001年度　15件(1基あたり0.3件)〕」


・ 日本の原発の安全性は世界トップクラスである
2004年資源エネルギー庁原子力のページ
（http://www.iae.or.jp/energyinfo/energydata/data3034.html）
「日本の原子力発電所の計画外停止頻度（いわゆるトラブルによる停止）は主要国と比べて極めて低くなっています。
〔図表より　
国 　　　計画外停止頻度　　 原子炉基数
フランス 　　　3.7 　　　　　　　　　　 　55
アメリカ 　　　2.0 　　　　　　　　　　　 102
ドイツ 　　　　1.5 　　　　　　　　　　　 19
日本 　　　　 1.0 50


・地震への対策はなされている
2004年電気事業連合会ＨＰ（http://www.fepc.or.jp/genshi/）
「日本は地震の多い国です。たとえ大きな地震が起きても、周辺の方々に放射性物質による影響を及ぼすことのないよう、原子力発電所では建設計画から実際の建設、運転にいたるまで、次のような万全の地震対策をしています。
（１）活断層の上にはつくらない
　原子力発電所の建設用地を決める際には、徹底した地質調査を行い、活断層を避けています。文献調査や空中写真による調査などを行って、活断層を避け、地質調査やボーリング調査などにより活断層のないことを確認しています。
（２）岩盤上に直接建設
　原子力発電所の重要な機器、建物などは、地震による揺れが小さい岩盤の上に直接固定しています。（中略）一般的に岩盤上の揺れは、表層地盤に比べて２分の１から３分の１程度、といわれています。
（３）最大の地震を考慮した設計
　原子力発電所の耐震設計は、周辺の活断層や、過去に発生した地震などを詳細に調査し、考えられる最大の地震に耐えられるようにしています。さらに、建築基準法が定める耐震設計上の地震力の最大3倍を想定した、十分余裕のある耐震設計を行っています。」


・大規模の地震が起きても、自動で停止するようになっているので安全である。
2004年電気事業連合会ＨＰ（http://www.fepc.or.jp/genshi/）(上の資料の続き)
「（４）自動停止機能
　原子力発電所内の地震検知器が、大きな揺れを感知すると、原子炉が自動的に停止します。」


・ 原子力施設は地震に強い。実際、北海道の泊原発は地震に耐えた。
岩崎健二ら1997年『地震と原子力発電所』新日本出版社ｐ130
「南西沖地震の実際の揺れはどうだったのか。（中略）寿都町と小樽市の中間にある泊村も震度は５程度だった可能性があり、国が安全基準でくだした震度４まで考えておけばよい、という判断に疑問を投げかけることとなった。（中略）北電が泊原発の中の地表近くに設置してある地震計で観測した最大加速度は４０ガルだったとのことである。これが地面の揺れであれば泊村は震度４程度の揺れだったということになる。（中略）北電がよくいっているところの岩盤の上では揺れが小さくなるという効果が現れているのかもしれないが、どのような計測で得た値なのか不明であり、検討の余地が残されている。また、泊村に隣接する神恵内村や岩内町で家屋の損壊があったものの、泊村ではこれといった損壊はなかったようで、泊原発も運転を続けた。」
